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人材確保の状況 自己資本収益率
の比較（主要製造業）

強靱なものづくり力を基盤とした顧客課題の
解決力 （サービス・ソリューション） 向上による価値獲得を目指す

直面する 2   つの主要課題直面する 2   つの主要課題人手不足の顕在化

プロセス変革プロセス変革

● ロボット・IT等のデジタル技術活用による効率化と働き方改革の実現
● デジタル化によるスムーズな技能継承の実現

我が国　　ものづくり産業の課題と
目指すべき方向

我が国　　ものづくり産業の課題と
目指すべき方向

人手不足対策

レジリエンス対策

問い合わせ先：経済産業省製造産業局参事官室ものづくり政策審議室　電話：03-3501-1689　FAX：03-3501-1689　

● 中小企業の事業継続計画（BCP）策定率及び質の向上

収益率の低さ

ビジネス変革ビジネス変革
「サービス・ソリューション展開」、
ビジネスモデル構築

「デザイン思考」・「システム思考」等

オープンイノベーション・M&A等

俊敏（アジャイル）な
経営等

現場のデータ収集・活用への意識
は相当程度高まっているが、具体
的なソリューション等への活用にま
では至っていない…

プラットフォームやエコシス
テム構築等

現場力の
維持・向上
現場力の
維持・向上 強み 付加価値の

創出・最大化
付加価値の
創出・最大化

弱み

大きな課題となっており
ビジネスにも影響が出ている

課題ではあるが､ビジネスに
影響が出ている程ではない

課題が顕在化
しつつある

22.8%22.8%

35.6%35.6%

22.4%

方向性

思考

手段

行動特性

“Connected Industries”
ネットワーク化を通じた付加価値の創出と、技術力や現場力を活かせる人間本位の産業の在り方

目指すべき産業の姿

デジタルツール等の活用
IoT、ビッグデータ、人工知能、ロボット…。

積極的に活用
ある程度活用

外部経営資源の活用と
IoT活用の相関関係

あまり活用していない
ほとんど活用していない

実施
実施予定

ソリューション型組織見直しと
IoT活用の相関関係

検討はしたが見送った
実施も検討もしていない
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外部経営資源活用実施 実施しない実施しない
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人手不足対策において
最も重視している取組

熟練技能のマニュアル化・
データベース化による効果

現在最も
力を入れて
いる取組

特に力を
入れたいと
考える取組

52.1%

19.2% 21.7%

熟練技能の継承
が容易となった

自社の強みとする
領域の特定に
役立った

新たな事業・
サービスの創出
につながった

31.3%

32.3%

0.0%

7.9%

83.3%

66.6%

大企業
中小企業
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BCPを策定し､
必要な対策をとっている

BCPを策定し､一応の
対策をとっているが
不安要素が大きい

ＢＣＰ対策の程度（規模別） 熊本震災時にＢＣＰ対策は
有効に機能したか（規模別）

国内工場でのデータ収集の有無

大企業

中小企業

BCPを策定していないが､
現在検討中である

BCPを策定しておらず､
特に検討もしていない

大企業

中小企業
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機能した
ある程度機能した

あまり機能せず
全く機能せず

BCP未策定
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はい
66.6%

いいえ
33.4%

はい
40.6%いいえ

59.4%

2015年 2016年

コネクテッド・インダストリーズ

定年延長等による
ベテラン人材の活用
女性活躍の
職場環境整備
多様な働き方の導入

ロボット等の導入
による省人化
IT等の活用
その他 特にない

外国人の登用等


